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・全国レベルの業界団体

・全国レベルの能力開発事業主団体

・全国レベルの教育訓練機関団体

・国

 

等

ジョブ・カード制度の普及・広報

地域ジョブ・カードセンター業務の指導・調整

中央ジョブ・カードセンター（20’～22’ 日本商工会議所に委託）

地域推進計画の実施

ジョブ・カード制度の広報・啓発

訓練・評価担当者講習の実施

職場見学・体験講習の実施

職業能力形成プログラム活用促進
・協力企業・教育訓練機関の開拓・登録・コーディネート

・在職者等へのキャリア・コンサルティングの実施

 
・各種申請書類等の取次等の支援

 
・訓練実施状況の把握・指導等、訓練修了後の就労状況把握

 

等

地域ジョブ・カードセンター（47か所）
（各都道府県1か所（主要都市の商工会議所または商工会議所連合会）に設置）

※

 

業界団体、教育訓練機関団体と連携

地域ジョブ・カード運営本部

（メンバー：国・県・労使団体・教育界）

連

 携

連

 携

・都道府県労働局、ハローワーク

・民間職業紹介機関

・地域レベルの業界団体

・雇用・能力開発機構都道府県センター

・地方レベルの能力開発事業主団体

・地方レベルの教育訓練機関団体

・自治体

・教育委員会、学校

 

等

地域ジョブ・カードサポート

 
センター（91か所）
（各地商工会議所の一部に設

 
置）

資料３－１

CO787981
タイプライターテキスト
１



＜ジョブ・カード制度の事業実績＞

（単位：百万円）

区分

①予算額

②執行額

２．地域ジョブ・カードセンターの設置・運営等

区分

①地域ジョブ・カードセンター設置（新設箇所数） 47 47

②　同　活動拠点設置（新設箇所数） 87 87

③地域ジョブ・カード運営本部開催回数 108 115

３．ジョブ・カード制度の普及・啓発等

区分

①「ジョブ・カード制度」参加予定事業主向け講習会
等啓発セミナー（開催回数）

642 774

②訓練指導・評価担当者講習（開催回数） 120 1,644

③　同　参加者（参加者数） 450 3,239

④職場見学・体験講習（実施回数） 82 87

⑤　同　参加者（参加者数） 917 987

４．職業能力形成プログラム（日本版デュアルシステムを除く）活用促進事業

（１）訓練コース設定等への支援状況

区分

①モデル評価シート等説明会（開催回数） 255 562

②コース設定コーディネート（実施回数） 1,312 4,867

（２）訓練実施事業所への指導状況

区分

訓練実施事業所指導（訪問事業所数） 250 3,178

（３）キャリア・コンサルティング実施状況（注1）

区分

①コンサルティング実施依頼件数（事業所数） - 1,083

②ジョブ・カード交付件数（延べ件数） - 1,685

注１：キャリア・コンサルタントの配置は、平成20年度補正予算により措置。

20年度 21年度

20年度 21年度

20年度 21年度

20年度 21年度

20年度 21年度

20年度 21年度

１．ジョブ・カード普及促進事業の予算額等の推移

1,523

2,975 3,166

1,715
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～キャリア形成促進助成金（ジョブ・カード制度関連）の概要～

フリーター等正社員経験が少ない方の職業能力を向上させ、正社員への移行を促進するため、事業主が行うジョブ・カード制度

を活用した雇用型訓練(※)への助成を行うもの。

※ジョブ・カード制度を活用した雇用型訓練

正社員経験が少ない方を対象に、①キャリア・コンサルティング、②企業が雇用契約を結んで行う企業実習と座学を組み合

わせた実践的な職業訓練、③企業からの評価等を一体的に実施する職業訓練。

助成対象経費 中小企業 大企業

職業訓練

Off-JT訓練
（教育訓練機関等で

実施される座学等）

実施に対する助成
※受講者１人･１時間あたり

８００円

 

⇒

 

廃止 ―

経費及び受講者の賃金に対する助成 ４／５

 

⇒

 

１／２ ２／３

 

⇒

 

１／３

OJT訓練
（事業所で実施する実習）

実施に対する助成
※受講者１人･１時間あたり

８００円

 

⇒

 

６００円 ６００円

受講者の賃金に対する助成 ４／５

 

⇒

 

廃止 ２／３

 

⇒

 

廃止

職業能力評価 評価シートの作成・交付に対する助成

 

※受講者1人当たり ４，８８０円

ジョブ・カード制度により初めて雇用型訓練を実施した場合（初回） ２０万円

 

⇒

 

廃止 ―

キャリア・コンサル

 
ティング

外部機関委託の場合の経費に対する助成 １／２

実施中の受講者の賃金に対する助成 １／２ １／３

企業内にキャリア・コンサルタントを配置した場合の助成 １５万円（１回のみ）

２．

 

助成内容

１．

 

制度の目的

(22年度→23年度) (22年度→23年度)

※２３年度見直し内容については、概算要求に反映済である。
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キャリア形成促進助成金支給実績

（平成20年度）

金額（千円） 金額（千円） 申請件数（件） 実人数（人）

実践型人材養成システム 174,980 95,193 63 155

有期実習型訓練 511,890 5,544 6 22

686,870 100,737 69 177

（平成21年度）

金額（千円） 金額（千円） 申請件数（件） 実人数（人）

実践型人材養成システム 664,888 1,479,240 206 1,213

有期実習型訓練 2,682,069 659,225 618 1,117

3,346,957 2,138,465 824 2,330

支給実績

訓練名
予算 支給実績

合計

訓練名
予算（補正後）

合計
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